
役員報酬及び会計監査人への監査報酬
1  役員の報酬制度の基本的な考え方

1  当社の持続的発展を担う優秀な人材を確保し､適切に報奨することができる制度であること。

2  広くステークホルダーと価値観を共有し､短期的な成長のみならず中長期的な成長の追求を促すことができる制度であること。

3  連結業績目標の達成を動機付けていくにあたり､各々の役員が果たすべき役割を最大限発揮するべく､事業毎の特性を十分に考慮

した制度とすること。

4   報酬制度の在り方､見直しの必要性については､指名･報酬委員会にて検討することで､報酬決定に係る判断の客観性や透明性を確

保すること。

2  報酬体系
1  株主総会決議に基づき、取締役会にて個別の役員報酬の算定方法を含む「役員報酬規程」、「役員報酬規程細則」、「役員業績連動報

酬規程」、「役員株式給付規程」を定めます。

2  当社の役員報酬は、役位・委嘱業務に応じた報酬ランクに基づく基本報酬（固定給）と、単年度の組織業績反映分及び個人評価反映

分によって構成される業績連動報酬、並びに企業価値向上に対する利害を株主の皆様と共有することを目的とする株式報酬を基 

礎とした中長期インセンティブ報酬で構成します。ただし、社外取締役、及び監査等委員である取締役はその役割に鑑み、業績連動

報酬並びに中長期インセンティブ報酬の対象外とします。なお、報酬ランクは、委嘱業務の職責の大きさを考慮して社長が決定し、

指名・報酬委員会及び取締役会に報告するものとします。

3  業績連動報酬のうち組織業績反映分の基準額は役位・報酬ランク毎の基本報酬の25～30%程度、個人評価反映分は役位・報酬ラ

ンク毎の基本報酬の▲5～5％程度、中長期インセンティブ報酬の単年度付与価値は役位・報酬ランク毎の基本報酬の25～30%程

度に設定します。

4  株主総会の決議に基づく、各報酬の限度額等

• 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬

　　基本報酬の支給限度額 ………………………………… 1事業年度当たり総額460百万円以内

　　業績連動報酬の上限額に相当する支給限度額 ……… 1事業年度当たり総額240百万円以内

　　中長期インセンティブ報酬の付与上限ポイント ……… 1事業年度当たり424,100ポイント以内

• 監査等委員である取締役の報酬（基本報酬のみ） …… 1事業年度当たり総額132百万円以内 

3  業績連動報酬の仕組み
1  業績連動報酬のうち組織業績反映分は､中期計画に掲げる経営管理指標を基礎として業績目標を設定し､各事業部門も同様に各

事業部門毎の業績管理指標を基礎として業績目標を設定の上､それぞれの目標達成度に応じて､役位･報酬ランク毎の基準額に0～

200%を乗じて支給額を決定します。なお､算定の基礎となる経営管理指標については､取締役会にて定めます。

2  業績連動報酬のうち個人評価反映分は､委嘱業務･事業ユニットの業績､目標達成の度合いその他を含めた総合評価とし､役位･報

酬ランク毎の基本報酬に△5～5%を乗じて支給額を決定します。総括役員又は事業部門長の評価は社長が決定し､その他執行役

員の評価は総括役員又は事業部門長が一次評価をし社長が決定します。評価の内容については指名･報酬委員会に報告するものと

します。

　　（注）個人評価反映分は、各役員の委嘱業務におけるESG関連の取組状況も総合的に勘案し評価しています。

3  役位･報酬ランク毎の基準額､係数の算定方法は「役員報酬規程細則」及び「役員業績連動報酬規程」に定めます。

4 経営管理指標は､事業報告にて開示します。

　　（注） 2021年度からは資本コストを意識した経営資源の効率化と経営基盤の強化を促進するため、「ROIC」を評価指標としています。なお、算定における基準値は中
期経営計画に掲げる目標を踏まえROIC５％としています。

4  中長期インセンティブ報酬の仕組み
1   中長期インセンティブ報酬は､企業価値の持続的な向上に対する貢献意識を高めることを目的に､役員株式給付信託（Board 

Benefit Trust）と称される仕組みを採用します。株式給付については､役位･報酬ランク毎の基準額を元に算出された基準ポイント

数に､毎期の親会社株主に帰属する当期純利益及び配当実施状況に応じて0～100%を乗じたポイント数を付与し、信託期間中の3

年毎の一定期日に､付与されたポイント数に応じて当社株式を給付します。

　　（注） 当社では株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けていることから「親会社株主に帰属する当期純利益（以下、当期利益）」を評価指
標としています。なお、算定における基準値は配当政策に掲げている配当性向を目安として当期利益794億円としています。

2  役位･報酬ランク毎の基準ポイント数､係数の算定方法は「役員報酬規程細則」及び「役員株式給付規程」に定めます。

3  信託による株式取得資金として原則として､3年毎に1,100百万円を拠出します。ただし､信託期間の末日に信託財産内に残存株式が

ある場合には、以降の信託対象期間における原資に充当し､1,100百万円から残存株式等の金額を控除した金額を拠出額とします。

〈ご参考〉

役員報酬体系
　報酬等の構成は、右のとおりです。役位
毎の種類別報酬割合については、高い成
果、責任が求められる高い役位ほど業績
連動報酬及び中長期インセンティブ報酬
の比率を高めています。

※1  業績連動報酬の組織業績反映分及び中長期インセンティブ報酬は業績に応じて支給額が変動し､その変動範囲は､業績連動報酬の組織業績反映分では基準
額の0～200%､中長期インセンティブ報酬では基準額の0～100%です。なお､上図における業績連動報酬の組織業績反映分及び中長期インセンティブ報酬
の割合は､それぞれの支給額が基準額の100%である場合を示しています。また､上図以外に､業績連動報酬の個人評価反映分を基本報酬の△5～5%の範囲
で支給します。

※2  取締役執行役員及び執行役員は標準的な報酬ランクの場合を示しています。

取締役社長

基本報酬 業績連動報酬 中長期インセンティブ報酬

取締役副社長執行役員
約63%

約67%

100%

取締役執行役員
執行役員

監査等委員である取締役

約19% 約19%

約17% 約17%

社外取締役

業績連動報酬のうち組織業績反映分の算定方法

中長期インセンティブ報酬付与のポイントの算定方法

＊1  「役員報酬規程細則」において定めています。　＊2  配当及び当期利益の実績に応じて決定しています。

＊1  役位・報酬ランク毎の基準額は、「役員報酬規程細則」において定めています。
＊2  評価対象期間のROICを評価指標とし、以下の算式に基づいて算出します。なお、事業部門業績反映分における適用事業部門は、受給予定者毎に各
人の委嘱業務に基づいて決定します。また、委嘱業務が本社部門（技術開発本部含む）、及び電力事業部門の場合は、事業部門業績反映分の対象外
とし、以下の算式に関わらず、「全社業績反映分×1.0」にて算出します。

※  全社業績反映分、及び事業部門業績反映分は、小数点以下の端数を四捨五入し、それぞれ０％を下回る場合は０％、200％を上回る場合は200％とし
ます。

業績連動報酬（組織業績反映分）

付与ポイント数

評価指標に基づく係数（％）

（A）全社業績反映分（％）

（B）事業部門業績反映分（％）

（A）全社業績反映分（％）

100／3

100／3

（B）事業部門業績反映分（％）

2／3

2／3

0.7

全社連結
ROIC

各事業部門
連結ROIC

0.3

100

100

役位・報酬ランク毎の基準額＊1

役位・報酬ランク毎の基準ポイント数＊１

評価指標に基づく係数＊2=

=

=

=

=

×

×

×

×

×

×

+

-

-

×

× 評価指標に基づく係数＊２
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5  報酬額の決定及び支給の時期
1  基本報酬は､役位･報酬ランクに基づく基本報酬を12カ月で割った月額を役員就任月より毎月支給いたします。月の途中で委嘱業務

の異動等により基本報酬に変更が生じた場合は､変更翌月より変更後の報酬を支給します。

2  業績連動報酬のうち組織業績反映分は､毎事業年度終了後､算定式に基づき決定し､定時株主総会の実施月の翌月末までに一括支

給いたします。個人評価反映分は、毎事業年度終了後に個人評価結果に応じて算定式に基づき決定した金額を組織業績反映分と

合わせて支給します。

3  中長期インセンティブ報酬は､毎事業年度終了後に算定式に基づきポイントを決定し毎年6月30日に付与します。株式等の給付は

信託期間中の3年毎の一定期日に行います。

6  報酬水準の決定方法
外部の専門機関による役員報酬調査データ等に基づき､当社の企業規模､並びに役員が果たすべき職責に見合う報酬水準となるよう

設定します。

7  報酬の方針の決定･検証方法
1  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬制度に関する方針は取締役会決議にて､監査等委員である取締役の報酬の方針

は監査等委員全員の協議により決定します。

2  報酬制度の在り方､また見直しの必要性については､指名･報酬委員会にて検討し､見直しが必要と判断される場合は､制度設計の

見直しを取締役会に上程し､取締役会にて決議します。

最近事業年度における取締役会及び指名･報酬委員会の活動内容
　2021年度の役員報酬に関する以下の内容について、指名・報酬委員会に

て審議、取締役会への答申を行った後、取締役会で決議されています。

会計監査人への監査報酬
　2021年度において、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額は159百万円であり、当社及び子会社が支払う

べき金銭その他の財産上の利益の合計額は、477百万円となりました。

報酬項目 業績
連動報酬

中長期
インセンティブ

報酬

指標 ROIC
親会社株主に
帰属する
当期純利益

2021年度
基準値 5.0% 794億円

2021年度
実績値 4.7% 600億円

開催時期 審議・決議内容

2021年8月 基本報酬の減額解除

2022年2月 役員報酬制度の見直し（業績連動報酬の評価指標・中長期インセ
ンティブ報酬の業績基準）

2022年4月、5月 役員報酬制度の見直し（業績連動報酬の支給時期）

2022年5月 2021年度の業績連動報酬額及び中長期インセンティブ報酬額

（注）  2019年度の親会社株主に帰属する当期純利益が多額の損失になったこと及び年間配当の見送りを真摯に受け止め、取締役（社外取締役及び監査等委員であ
る取締役を除く。）の基本報酬を、2020年2月より4月まで8～20%､5月より2021年８月まで13～25％減額しました。

2021年度取締役報酬

〈ご参考〉
各報酬に係る指標の基準値及び実績

区分 人員（名） 支払総額
（百万円）

報酬等の種類別総額（百万円）
備考

基本報酬 業績連動報酬 中長期
インセンティブ報酬

取締役（監査等委員を除く） 
（うち社外取締役）

11 
（3）

480 
（40）

321 
（40）

84 
（―）

74 
（ー） 報酬支給人員、支払額に

は、当期中に退任した社
内取締役（監査等委員を
除く。）3名を含めていま
す。

取締役（監査等委員） 
（うち社外取締役）

5 
（3）

109 
（44）

109 
（44）

― 
（―）

― 
（―）

合計 16 589 430 84 74

当社の政策保有株式の保有状況の推移

政策保有株式
● 保有の基本方針
当社の株式保有方針は以下の通りです。

•  当社グループの成長に資する提携等のために必要と考えられる場合には、資本効率・経済合理性等を考慮したうえで株式の保有を行います。  

•  株式の保有にあたっては、必要資金額の規模・保有目的を踏まえ、社内の決裁基準に従い、取締役会の承認もしくは事業部門長の承認を

得るものとします。 

•   純投資目的での保有はしないため、短期的な株価水準のみをもって保有の要否は判断しませんが、毎年度ごとに取締役会において目的・

環境の変化、キャッシュフロー等を考慮し、保有額、保有の要否について検証したうえで、必要に応じて売却・譲渡等をいたします。 

•  検証結果については、毎年度、その概要を当社ホームページにて開示します。 

•  当社の株式を当社との提携等を目的に保有している会社からその株式の売却等の意向が示された場合には、売却等を妨げるような行為

はいたしません。

● 議決権行使基準
　当社の保有株式の議決権行使基準は以下の通りです。

•  当社との提携等の保有基本方針・目的に合致した経営が行われていると判断する場合には、原則当該会社の提案に賛成します。 

•   以下の場合には、所管部署で当該会社へのヒアリングを含む検証・精査を行います。 

　会計監査人の無限定適正意見が付されていない場合

　A）  重大な法令違反等不祥事あるいは著しい経営上の問題を抱えており、保有目的に支障が生じる可能性があると判断される場合 

　B）  著しく株主の権利を阻害する可能性があると判断される場合 

•  上記基本方針をもとに、当社の定める「投融資管理規程」及び「議決権行使手続細則」に従い、所管部署が事業部門長等の決裁を経たう

えで議決権行使を行います。

● 当社が保有する政策保有株式の検証結果について
　当社は取締役会において、2022年3月末時点で保有する

上場政策保有株式の全銘柄を対象に、保有適否に関する検

証を実施しました。その結果の概要は右記のとおりです。

● 検証結果
•  2021年度において、資金・資産の効率化の観点から、従来以上

に上場政策保有株式の保有意義を見直した結果、2021年3月

末時点の保有銘柄33銘柄のうち、5銘柄について全量を相手

先の合意のもと、売却したことを確認しました。一方で、保有株

式の一部売却により当社の持分法適用会社から外れた1銘柄

と、資本業務提携に関連して第三者割当による自己株式処分を

引き受けた1銘柄の、計2銘柄が増加したことを確認しました。  

•   2022年3月末時点で保持している30銘柄については、取引先

としての規模・重要性（取引高、シェア、安定調達）、事業提携

先としての関係の深さ等から、当社の事業基盤の強化、及び中

長期的な企業価値向上に資するものであり、保有の合理性が

十分認められると判断しています。

　今後も引き続き保有適否に関する検証を行い、その結果、保

有意義の希薄化が認められた銘柄については、売却等による縮

減を検討していきます。

検証
対象

2022年3月末時点で保有する上場政策保有株式
全銘柄（30銘柄）

検証
内容

各銘柄の保有が、当社の事業基盤の強化、及び中長
期的な企業価値向上に資するものか否かを、以下
の評価項目をもとに検証し、保有の合理性を総合
的に判断。 
〈評価項目〉
①   取引先としての規模･重要性 （取引高､取引シェ
ア､安定調達）

②  事業提携先としての関係性（事業提携による経
済効果）

③ 配当利回り

（銘柄）
80

60

40

20

0

3033
42

69

2019年3月 2020年3月 2022年3月2021年3月
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役員報酬制度

政策保有株式

https://www.kobelco.co.jp/about_kobelco/kobesteel/governance/index.html#09
https://www.kobelco.co.jp/about_kobelco/kobesteel/governance/index.html#08



